
別添１

平成２４年通信利用動向調査
ポイント

※タイトルに（世帯）と付した項目は世帯調査、（企業）と付した項目は企業調査、その他は世帯構成員（個人）調査結果に基づく。
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スマホは急速な普及
傾向を維持し
29.3%→49.5%に

タブレット端末も
普及が加速
8.5%→15.3%に

パソコン保有率は
77.5%→75.8%に下落

１ 主要情報通信機器の普及状況

主な情報通信機器の世帯保有状況（平成19年～平成24年）

パソコン保有率が下がる一方、スマートフォン、タブレット型端末保有が急速な伸び。

平成19年
末

(ｎ＝3,640)

平成20年
末

(ｎ＝4,515)

平成21年
末

(ｎ＝4,547)

平成22年
末

(ｎ＝
22,271)

平成23年
末

(ｎ＝
16,530)

平成24年
末

(ｎ＝
20,418)

固定電話 90.7 90.9 91.2 85.8 83.8 79.3

ＦＡＸ 55.4 53.5 57.1 43.8 45.0 41.5

パソコン 85.0 85.9 87.2 83.4 77.4 75.8

（再掲）スマートフォン 9.7 29.3 49.5

携帯電話又はＰＨＳ 95.0 95.6 96.3 93.2 94.5 94.5

タブレット型端末 7.2 8.5 15.3
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※当該比率は、各年の世帯全体における各情報通信機器の保有割合を示す。
※「携帯電話・ＰＨＳ（スマートフォンを含む）」は、平成２２年末以降において、スマートフォンを

内数に含む。なお、スマートフォンを除いた場合の保有率は、平成23年末は89.4%、
平成24年末は81.2％である。

端末別インターネット利用（人口普及率）

スマートフォン、タブレット型端末によるインターネット
利用が倍増。
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【平成24年末】

【平成23年末】

平成24年末（n=49,563）
平成23年末（n=41,900）

※当該比率は、各年の世帯構成員（個人）のうち、当該端末を用いて各年の１
年間にインターネットを利用したことのある人の比率を示す（複数回答、無回答
を除く）。
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２ インターネットの利用動向①

インターネットの世代別個人利用の状況（世代別人口普及率）

50代以下の世代でスマートフォンの伸びが顕著に。とりわけ２０代以下では、スマートフォンが従来型携帯
電話を逆転。
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【平成23年末】 【平成24年末】

平成24年末
（n=49,563）

平成23年末
（n=41,900）

（％）

※ 平成23年末については、「平成23年通信利用動向調査」報道資料より抜粋。
※ 当該比率は世帯構成員（個人）のインターネットの利用割合を端末別・年齢階層別に示したものである（無回答を除く。）。



3２ インターネットの利用動向②
家庭内外で主としてインターネット接続に使う端末

（インターネット利用者に占める比率）

主たるネット接続端末としても、家庭内外でスマートフォンが
従来型携帯電話を逆転

（n=33,768）

（n=28,170）

【家庭内インターネット利用】
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平成23年末
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12.5 

16.2 
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自宅のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット端末 その他
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平成24年末

平成23年末

37.3 

46.7 

27.8 

11.4 

18.8 

27.3 

1.4

0.6

14.7

14.0

自宅以外のパソコン スマートフォン 携帯電話 タブレット端末 その他

（n=27,801）

（n=22,723）

【家庭外インターネット利用】

※ 当該比率は家庭内・家庭外におけるインターネット利用者のインターネット接続時
に主に利用する端末の割合を示したものである（無回答を除く）。

※ 「その他」には、家庭内ないし家庭外では利用しないとの回答を含む。

保有端末別家庭内無線ＬＡＮの利用率（世帯）

スマートフォン・タブレット端末保有世帯の家庭内における無線
LAN利用率は６割を超える。
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（平成24年末）

タブレット端末保有世帯（平成23年末）

(平成24年末)

スマートフォン保有世帯 （平成23年末）

（平成24年末）

パソコン保有世帯（平成23年末）

（平成24年末）

全体（平成23年末）

76.7 

71.5 
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46.9 

39.3 
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9.9 

6.6 

8.5 

19.4 

23.6 

30.2 

30.3 

33.0 

39.8 

46.5 

52.2 

利用している 導入予定 導入予定なし

（n=16,378）

（n=19,591）

（n=12,133）

（n=14,382）

（n=4,168）

（n=8,549）

（n=1,184）

（n=2,642）

（無回答を除く）



4２ インターネット利用動向③（年齢階層別インターネット普及率）

１３歳～４９歳までのインターネット利用率が９割を超え飽和状況にあるのに対し、６０歳以上は概ね拡大傾向。
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全 体 ６～１２歳 １３～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０～７９歳 ８０歳以上

平成20年末(n=12,791) 平成21年末(n=13,928) 平成22年末(n=59,346) 平成23年末(n=41,900) 平成24年末(n=49,563)

60歳以降のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用は概ね拡大傾向。

（注）「全体」は6歳以上人口をさす。
｢無回答者」を除いて集計。



5
３ ソーシャルメディアの利用動向

利用者、企業共にソーシャルメディアサービスの利用が拡大傾向。

SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）の利用状況

SNSへの参加は全ての年代において昨年よりも利用が拡大。
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【ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加】

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60歳
以上

（無回答を除く）

企業におけるソーシャルメディアサービスの活用の状況

ソーシャルメディアサービスを活用している企業が拡大。「サービ
ス業その他」では2割を超える。

（無回答を除く）

0% 5% 10% 15% 20% 25%

全体

平成23年末(n=1,869)
平成24年末(n=2,055)

建設業

平成23年末(n=301)
平成24年末(n=331)

製造業

平成23年末(n=316)
平成24年末(n=382)
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平成23年末(n=344)
平成24年末(n=363)

卸売・小売業

平成23年末(n=306)
平成24年末(n=324)

金融・保険業

平成23年末(n=153)
平成24年末(n=180)

サービス業・その他

平成23年末(n=449)
平成24年末(n=475)
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【産業別】



４ クラウドサービスの利用状況（企業） 6

クラウドサービスの利用状況

クラウドサービスを利用している企業の割合は平成２２年末の14.1％から28.2％に倍増。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22年末
(n=2,067)

平成23年末
(n=1,892)

平成24年末
(n=2,071)

全社的に利用している 一部の事業所又は

部門で利用している

利用していないが、

今後利用する予定がある

利用していないし、

今後も利用する予定もない

クラウドサービスに

ついてよく分からない

28.2%

21.6%

14.1%

（無回答を除く）

資本金規模別クラウドサービス利用状況

クラウドサービスの利用率は概ね資本金規模に比例して
上がる傾向にある。
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【資本金規模別】

平成23年末(n=1,892) 平成24年末(n=2,071) （無回答を除く）

クラウドサービスを利用しない理由

クラウドサービスを利用していない企業は、41.7％が「必要ない」、３
４．４％がセキュリティ面の不安を挙げている。
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34.4
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15.4
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11.1

6.4
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

必要がない

情報漏洩などセキュリティに不安がある

クラウドの導入に伴う既存システムの

改修コストが大きい

メリットが分からない、判断できない

ネットワークの安定性に対する不安がある

ニーズに応じたアプリケーションの

カスタマイズができない

通信費用がかさむ

法制度が整っていない

クラウドの導入によって

自社コンプライアンスに支障をきたす

その他

平成24年末(n=722)

（無回答を除く）



５ 企業通信網に対するセキュリティ侵害状況（企業）

企業の情報セキュリティ被害の状況

7

ウイルス感染又は被害を受けたと回答した企業の比率は平成2２
年調査の５１．１％から平成2４年調査では38.５％と大きく低下。
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特に被害はない

ウィルスを発見又は感染

コンピュータウィルスを発見したが

感染しなかった

コンピュータウィルスを発見し、

少なくとも１回は感染した

スパムメールの中継利用・踏み台

故意・過失による情報漏洩

不正アクセス

ホームページの改ざん

ＤｏＳ（ＤＤｏｓ）攻撃

その他の侵害

平成22年末

(n=2,050)
平成23年末

(n=1,860)

（無回答を除く）

企業の情報セキュリティ対策の状況

何らかの対策を講じているとの回答が、平成2２年調査から
平成2４年調査にかけていずれも97％台と高い水準で推移。
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22.6

19.1
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88.3
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53.4

45.8
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37.5
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31.0

22.7
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17.3

16.4

12.5

12.3

10.6

8.9

8.8

7.7

18.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対応している

特に対応していない

パソコンなどの端末(ＯＳ、ソフト等)に…

サーバにウィルス対策プログラムを導入

ＩＤ、パスワードによるアクセス制御

ファイアウォールの設置・導入

セキュリティポリシーの策定

ＯＳへのセキュリティパッチの導入

社員教育

アクセスログの記録

プロキシ（代理サーバ）等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築

データやネットワークの暗号化

セキュリティ監査

回線監視

認証技術の導入による利用者確認

ウィルス対策対応マニュアルを策定

Ｗｅｂアプリケーションファイアウォールの…

不正侵入検知システム(ＩＤＳ)・…

セキュリティ管理のアウトソーシング

その他の対策

平成22年末

(n=2,060)

平成23年末

(n=1,855)

平成24年末

(n=2,043)

（無回答を除く）



６ 標的型メールの被害状況と対策の状況（企業）

標的型メールの被害の状況

8

標的型メールの被害を受けたと回答した企業の比率は14.7％。
そのうち、1.3％の企業がコンピュータウィルスに少なくとも1回
感染。

1.3%

5.2%

8.3%

85.3%

標的型メールが社員の端末に

到達し、コンピュータウィルスに

少なくとも１回は感染した

標的型メールが社員の端末に

到達したが、コンピュータウィル

スへの感染はなかった

端末に到達する前にウィルス

対策プログラム等で全て阻止し

た

標的型メールが送られてきた形

跡は見られない

平成24年末
(n=1,973)

（無回答を除く）

標的型メールへの対策の状況

何らかの対策を講じているとの企業の比率は８１．５％。実施し
ている対策はウィルス対策プログラムの導入が5割を超える。

81.5

18.5

67.4

51.9

29.8

26.3

21.7

17.2

14.2

12.5

8.7

6.9

5.3

2.8

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している

特に実施していない

パソコンなどの端末（OS、ソフト等）に

ウィルス対策プログラムを導入

サーバにウィルス対策プログラムを導入

OSへのセキュリティパッチの導入

社員教育

アクセスログの記録

プロキシ（代理サーバ）等の利用

外部接続の際にウィルスウォールを構築

重要情報を保有するサーバ等に対する

アクセス制御の強化

回線監視

不正侵入検知システム（IDS）の設置・導入

組織間、部門間での情報共有

送信ドメイン認証（SPF）の導入

その他の対策

平成24年末(n=2,016)

（無回答を除く）



７ デジタルテレビ放送の利用状況

データ放送の利用状況（世帯）

9

世帯の70.１％が過去1年間にデータ放送を利用している。最大
の利用目的はニュースや気象情報等の身近な情報の入手。

23.6%

20.5%

14.7%
11.4%

29.9%

毎日少なくとも1回は利用

週に少なくとも１回は利用（毎日

ではない）

月に少なくとも１回は利用（毎週

ではない）

年に少なくとも１回は利用（毎月

ではない）

全く利用しない

平成24年末
(n=18,510)

（無回答を除く）

86.8

35.1

23.0

2.5

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ニュース、気象情報、交通情報、

災害情報の取得

視聴中の番組の内容に

連動した情報の取得

クイズやアンケート等の

番組企画への参加

番組で紹介された

商品･サービスの購入

その他のサービスの利用

平成24年末
(n=12,545)

（無回答を除く）

デジタルテレビ放送受信機器を用いて利用できる
サービスの利用について （世帯）

世帯の１６．３％がデジタル放送受信機器を通じたサービスを利用。
VOD等の配信番組の利用は1割に上る。

（無回答を除く）

16.3

8.2

4.9

3.1

0.5

2.6

0% 5% 10% 15% 20%

サービスを利用している

VOD（ビデオ・オン・デマンド）等の配信番組

ホームページの閲覧、動画投稿、…

オンラインのテレビゲーム

テレビ電話

ネットワークを通じてスマートフォン、…

平成24年末
(n=17,452)

ネットワークを通じてスマートフォン、タブレット
端末等で録画予約や録画した番組を視聴

ホームページの閲覧、動画投稿、電子掲示板、
チャット、SNS、オンラインショッピング等のウェブ
利用

スマートテレビの利用について （世帯）

約4割の世帯がスマートテレビの利用意向あり。特に20～49歳の世帯主がいる世帯
では利用意向が5割を超える。

39.0

51.2

50.6

50.4

38.8

34.0

24.0

24.6

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体

(n=18,184)

２０～２９歳

(n=485)
３０～３９歳

(n=1,748)
４０～４９歳

(n=2,698)
５０～５９歳

(n=3,794)
６０～６４歳

(n=2,709)
６５～６９歳

(n=2,288)
７０～７９歳

(n=3,130)
８０歳以上

(n=1,332)

スマートテレビを
利用してみたい

（無回答を除く）




